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あけましておめでとうございます。 
本年も昨年以上に皆様の経営・ライフプランの良きブレーンとなるよう、精一杯ご支援させ

ていただきますので、どうぞ宜しくお願い申し上げます。 
 
1月 3日の熊日新聞朝刊に、県内経営者意識調査が掲載されていました。ここでは、多くの経

営者が今年の県内の景気を「復旧・復興需要が継続し、緩やかに拡大が続く」と予想していまし

た。熊本県内に限っては、来年には国際スポーツ大会の開催、天守閣の復旧、熊本空港の建て替

え、ＪＲ熊本駅ビルの再開発など経済効果を期待できる行事が控えています。個人的にも、ワク

ワクするようなことばかりで、確かに好景気になることが予想できます。 
 
しかし、この好景気の予想の裏には、どの経営者も「人手不足」という悩みを抱えて、頭を痛

めているということも調査によって浮き彫りになっています。経営にマイナスの影響を及ぼす

要因の 1位は「人手不足（64.3％）」で、自社が抱えている課題の 1位は「人員の不足（61.5％）」、
今後重視していきたい施策では 1位「人材育成の強化（67.2％）」となっています。 
良い人材を確保するために採用強化することも必要ですが、資金力があるところには見劣り

することは否めません。そうであれば、特徴ある事業の強化や、魅力ある会社にすることに尽力

し、今いる従業員の人材育成や業務の効率化、ＩＣＴ化による生産性の向上を積極的に進めてい

くことで人手不足を解消していくことが必要であると思います。 
 
 

今年は、戌年です。「ワン」ダフルな年にしながら、 
オンリー「ワン」の企業を目指しましょう！ 

 
 
                                             
 
                                             
今回の税制改正の目玉は、何と言っても「事業承継税制」の改正です。 
これまで、あまり活用されてこなかった税制が大幅に改正され、適用要件を緩和することで

税負担を緩和しています。今回はその「事業承継税制」の支援措置を確認していきます。 
 

 

 

山根所長

1月号です！

新年のご挨拶 

平成30年度税制改正の目玉は「事業承継税制」！！ 



 

事業承継税制の特例の創設・拡充 
 10年間の特例として、猶予対象の株式の制限（総株式数の 2/3）の撤廃、納税猶予割合の引
上げ（80％→100％）、雇用確保要件の弾力化を行うとともに、複数（最大 3名）の後継者に対
する贈与・相続に対象を拡大し、経営環境の変化に対応した減免制度を創設する等の措置が講

じられました。 
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